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少なくとも IT 以外の産業の競争力維持のために、高度 IT 人材を育成しなければならな
いだろう。
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　2008 年 6 月18 ～ 20 日、 ドイツのドレスデンで










は PRACE コンソーシアム (Partnership for Advanced 








構成するHPC in Europe Taskforce（HET）が発足し、












　PRACE の役割は、このうちの Tier‐0 のシステムの
配備と活用の推進である。Tier‐0としては、3 ～ 5 の
センターが予定されている。現在、PRACE は、2009
～2010 年の Tier‐0 システムの運用準備として、ペタ
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
トピックス 1　「欧州スー パ コーンピュー タシステム」の配備計画の進行
　ペタスケールクラスのスーパーコンピュータを研究開発に活用する動きは、世界的に進められて
いる。欧州では、16 カ国の研究組織の代表で構成する PRACE コンソーシアムが「欧州スーパーコン
ピュータシステム」の配備計画を進め、欧州の科学者・技術者へのペタ FLOPS クラスのシステムの配
備とその活用の推進を行っている。現在、2009 ～ 2010 年のシステム運用準備として、試作機の調
達と、選定アプリケーションプログラムの移植や最適化、およびペタスケールへの拡張などの技術
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動向」、科学技術動向 No.79,2007 年10 月号
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　音声情報を自動でテキスト化できれば、音声情報の内容も検索が可能となる。2008 年 6 月 12
日、(独) 産業技術総合研究所は、インターネット上にある日本語の音声データを文字情報に自動変換して







































含まれるエピソ ドーは 23,940 個でそのうち訂正済みの
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大学のグループの実験では、マウスに長短の MWCNT などの試料を投与したところ、CNT が引き起
こす障害にはその長さが関係している可能性が高いことが判明した。
トピックス 3　カ ボーンナノチュー ブの長さと健康障害との関係
　カーボンナノチューブ (CNT) はグラファイトの
層（グラフェン）が管状に形成された物質であり、


















の腹腔の中皮に、長短各 2 種の MWCNT、長短 2
種のアモサイト、そしてカーボンブラックを各々








1)　科学技術動向 No.84 2008 年 3 月号「ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み」
2)　Takagi A., et al., “Induction of mesothelioma in p53+/- mouse by intraperitoneal application of multi-wall carbon 
nanotube”,J. Toxicol. Sci. Vol.33(1), 105-116(2008)
3)　Poland C.A., et al., “Carbon nanotubes introduced into the abdominal cavity of mice show asbestos-like pathogenicity in a 
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 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy 
トピックス 4　国際エネルギー機関による2050 年までのエネルギー技術展望
　2008 年 6 月、国際エネルギー機関（IEA）は、｢ エネルギー技術展望 2008 (ETP2008)｣ を発表した。
G8（主要国首脳会議）からの要請に応えたもので、2050 年までに世界全体として実現すべきエネルギ
ー技術の展望を、2 段階のシナリオを用いて提示している。必達すべき ｢ACT MAP シナリオ ｣ は、実現
性の目途が得られた技術を用いて世界の2050 年のCO2 排出量を2005年レベルに戻すことを目標とし、
2050 年までに必要となる追加投資額を 17 兆米ドルと見積もっている。さらに目標を強化した ｢BLUE 




　2008 年 6月、国際エネルギー機関（International 
Energy Agency, IEA）は、｢ エネルギー技 術展 望










｢ACT MAP シナリオ｣ である。これは、既存あるいは
実現性の目途が得られた技術を用いて、世界の 2050













これは全世界の GDP の 0.4％に相当する額である。
　｢ACT MAP シナリオ｣ を踏まえてさらに目標を高く
設定したもう一つのシナリオとして、｢BLUE MAP シナ













的費用は、商業化を想定しても200 ～ 500 米ドルと、

























石炭ガス化複合発電システム（IGCC) 産業部門の CO2 回収隔離技術、水素および燃料転換
石炭超々臨界発電（USCSC) 産業部門モーターシステム
第二世代バイオ燃料 　－
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2)　国土交通省、L P プロジェクト：http://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/seika.files/lp/index.ht l
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	フロンティア分野	 TOPICS	 Frontier
　2008 年 6 月 11 日、米航空宇宙局 (NASA) のガンマ線大口径宇宙望遠鏡衛星 GLAST( グラスト ) が、










遠 鏡 衛 星 GLAST (Gamma-ray Large Area Space 
Telescope) が 2008 年 6 月 11 日 16 時 (UT)、米国
フロリダ州のケープ ･ カナベラル空軍基地からデル























LAT (Large Area Telescope：図表参照）は、高エ
ネルギーのガンマ線から電子およびその反物質であ













科学研究本部 (ISAS) であり、文部科学省 ( 科学研究
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　 ノ ロ ウ イ ル ス（Norovirus）は























伝子型によって大きく GI と GII
の 2 群に分けられるが、その群の
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る も の が 多 い。 図 表 4、5 で 示
すように、2001 年から 2006 年
で、ノロウイルスによる食中毒は
総発生件数の 13.9 ～ 33.5%、総
患者数の 28.5 ～ 70.8% を占めて
いる。他の食中毒原因微生物と比
較すると、ノロウイルスによる発
生件数は 2001 ～ 2003 年で第 3 出典：厚生労働省食中毒統計
10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 4　我が国における食中毒の発生件数（上位 3 原因物質）
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位、2004 年 に は 第 2 位、2006
年には第 1 位と変化している。ま




数の 33.5%（全件数 1,491 件のう
ち 499 件）、総患者数では 71%（総
























は 2001 年 1 月 ～ 2003 年 10 月
の間で約 54%（287 件中 154 件）、
2003 年 10 月～ 2005 年 10 月の
間 で 約 11%（265 件 中 30 件 ）、
































































　調査によると、2001 ～ 2006 年


































ネットワーク（Food borne viruses 


















（Centers for Disease Control 
and Prevention、CDC）が全国レベ
ルでの大規模調査を行っている14）。
その調査によると、2006 年 10 ～

















( 当調査は、FBVE 加盟 13 カ国（調査当時、現在はオ スートリアを含む14 カ国）に対し、ノロウイルス

























2006 年 2005 年 2004 年
ドイツ あり 604 事例 184 事例 514 事例
デンマーク あり 249 検体 38 検体 222 検体
スペイン なし 2 事例 6 事例 12 事例
フィンランド あり ～ 120 事例 ～ 10 事例 ～ 10 事例
フランス なし 3 事例 1 事例 2 事例
英国 あり 768 事例、756 検体 83 事例、281 検体 374 事例、682 検体
ハンガリー あり 81 事例 17 事例 24 事例
アイルランド あり 7 事例 事例なし 22 事例
イタリア 不明 報告なし 報告なし 報告なし
オランダ あり 36 事例 5 事例 68 事例
ノルウェー あり ～ 160 事例 ～ 65 事例 ～ 35 事例
スウェーデン あり ～ 400 事例 ～ 50 事例 ～ 350 事例
スロベニア あり※ 2 7 事例 6 事例 5 事例





















































図表 7 に示す 17 ～ 22)。最初に開発
された方法は電子顕微鏡でウイル
出典：厚生労働省、国立感染症研究所、東京都衛生研究所などの資料 17 ～ 22) を基に科学技術動向研究センターにて作成
検出対象 利用可能な検体 所要時間 検出感度
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図表 8　我が国で現在研究開発が進められているノロウイルスの除去・不活化法の概要
















いて図表 8 に示す 23 ～ 27)。








































































































































































































































































2007 年 3 月 16 日 改 訂：http://
idsc.nih.go.jp/idwr/kansen/








4)　Huang P et al . Noroviruses 
Bind to Human ABO, Lewis, 
and  Secre tor  H is to -B lood 
Group Antigens: Identification 
of 4 Distinct Strain-Specific 
Patterns. Journal of Infectious 
Diseases 188:19-31, 2003.
5)　Rockx BH, et al.　Association 
of histo-blood antigens and 
susceptibil ity to norovirus 




安 全 課、 食 中 毒・ 食 品 監 視 関
連 情 報、 ノ ロ ウ イ ル ス に 関 す
る Q&A、2007 年 12 月 20 日
最 終 改 定：http://www.mhlw.
go.jp/topics/syokuchu/kanren/
yobou/040204-1.html
7 ) 　国 立 感 染 症 研 究 所 、感 染 症 情





























12 )  F o o d b o r n e  V i r u s e s  i n 
E u r o p e : h t t p : / / w w w .
eufoodborneviruses.co.uk/
1 3 )  I n c r e a s e  i n  n o r o v i r u s 
activity reported in Europe. 
Eu ro su rve i l l ance  Week ly 
11、14 December、2006 .  : 
http://www.eurosurveillance.
o r g / V i e w A r t i c l e .
aspx?ArticleId=3093
14)  Norovirus act ivi ty-United 
States, 2006-2007. Centers for 
Disease Control and Prevention. 
Morbidity and Mortality Weekly 









2007 年 10 月12 日 : http://www.
mhlw.go.jp/shingi/2007/10/dl/
s1012-5a.pdf
17)   ノロウイルスの検出法について、厚
生労働省、食安監発第 1105001号、
2003 年 11 月 5 日 : http://www.
mhlw.go.jp/topics/syokuchu/
kanren/kanshi/031105-1.html






































h t t p : / / w w w . e j k . c o . j p /
topics/2008/2008062601.pdf













25)   隅下祐一ら、ノロウイルス代替の
ネコカリシウイルスおよび各種微生
物に有効なエタノール製剤の開発、






search/pdf _ 002/002 _ 17.pdf
27)   ノロウイルスの不活化に成功、
（独）産業技術総合研究所、産総研
TODAY、Vol4、No.3、2004 年 : 
http://www.aist.go.jp/aist _ j/
aistinfo/aist _ today/vol04 _ 03/
vol04 _ 03 _ topics/vol04 _ 03 _
topics.html














30)   農林水産省、食品安全に関する病
原微生物リスクプロファイルシー
ト、2006 年 9 月 4 日 : http://
www.maff.go.jp/syohi _ anzen/
biseibutu/b-07.pdf
科 学 技 術 動 向　2008年 7月号
24









































































































　2007 年 12 月 20 日、東京大手
町の経団連会館において、「第 3
回高度情報通信人材育成に関する



















































































































































































































































い て は 1996 年 の ク リ ン ガ ー・
コーエン法により、政府機関に
CIO が置かれることとなり、その
CIO たちが自発的・非公式に CIO 
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日本の危機としての IT人材問題
council を形成した。そして、現
在は政府組織である CIO council 







　 ま た、 産 業 界 の 人 材 に 目 を
向 け れ ば、 米 国 の 教 育 機 関 か
ら Microsoft、Apple、Yahoo、











































に SAP の創業者の一人、Hasso 
Plattner の寄付により設置された 






成機関とみなす HPI d.school at 
Stanford である。
３‐２














































































































































Stanford 大 学 の HPI d.school で
ある。これはドイツの HPI と同じ
く、Hasso Plattner の 寄 付により
設立された教育機関である。正式名
は、HPI Hasso Plattner Institute 









イノベーターである David Kelly で
ある。
　我 は々、2008 年3月に、Stanford



























































































授 や Plattner 氏自身（d.school の
教員を務めている）のような IT の
大家が、ソフトウェア教育機関で
はない d.school で T- 型人間の育成
（nurture）に取り組んでいる理由な
のである。




































































































































































































































CC: Computing Curricula by IEEE/ACM,  
CS: Computer Science,  CE: Computer Engineering,  IT: Information Technology,  
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日本の危機としての IT人材問題
が訪れたともいわれている 21）。

































































































































































































る記事 22）によれば日本 IBM のソ
フトウェア研究所における「スキル
調査」において、新卒者たちが 50
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日本の危機としての IT人材問題
キャンしようとするという Google 





















































































































































































































































力 修、 岩 野 和 生 ( 日 本 経 団 連 )、
Terry Winograd (Stanford 大
学 d.school)、上田学、村上憲郎
(Google)、坂本憲昭、深瀬光聡 ( 九
州大学 )、駒谷昇一 ( 筑波大学 )、














o r . j p / j a p a n e s e / j o u r n a l /





















        018062008&cp=1
8）　 林晋、黒川利明、二つの合理性と
日本のソフトウェア工学、科学技
術動向 No.42、2004 年 9 月号






















13)　Council of Competitiveness. 
“Innovate America”National 
Innovation Initiative Summit 
and Report .  5 .  :  Council  of 
Competitiveness, 2005. Innovate 









技術動向 No.78、2007 年 9 月号










18)　Winograd Terry, Flores Fernando. 
Understanding Computers and 
Cognition: A New Foundation for 
Design.: Addison-Wesley, 1987
19)　Winograd  Terry、Shi f t ing 
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